
 

部門別実績評価票 
部門名 総務部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

○ 定款の改定 
 ・定款の改定 
 ・規則などの改訂 
  ・海外支部の設置 
・賞のあり方の見直し 

 
○ 日本学術会議等関連機関への委員の推薦方法

の明確化（ルール化） 
 
○ 土木学会倫理規定の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
○情報化への対応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 新ロゴマークの決定 
 

 
特別委員会で検討し、理事会に付議① 
 
台湾・韓国・英国各分会の設置① 
環境賞、土木遺産顕彰制度の創設① 
 
日本学術会議土木工学研連にて検討し、理事会に付議

① 
 
・ 土木学会倫理規定の制定（昭和８年版改訂）① 
・ 「社会資本と土木技術に関する 2000 年仙台宣
言－土木技術者の決意－」理事会承認① 
・倫理規定の取り扱いに関する検討① 
   （鈴木道雄第８８代会長提言） 
・倫理規定の運用指針① 

 
・情報化委員会が「土木学会における情報化推進を総

合的に検討する」目的で常置委員会として発足した① 
・ 土木学会における情報化推進の将来方針の立案

① 
・ 土木学会独自のインターネット情報処理環境を

構築① 
  ・ドメイン名「jsce.or.jp」の立上げ 
   ・HPを学術情報センターより「jsce.or.jp」へ 
   ・メールを外部プロバイダより「jsce.or.jp」へ 
 

 
完了（1999.3） 
 
完了（2000.6） 
完了（1999.11、2000.1） 
 
完了（1999.4） 
 
 
完了（1999.5） 
完了（2000.11） 
 
完了 
 
案作成中 
 
完了（1999.1） 
 
未作成 
 
完了（2000.1） 
 
 
 
 
 
 
完了（2000.5） 

 
A 
 

A 
A 
 

A 
 
 

A 
A 
 

A 
 

C② 
 

A 
 

C③ 
 

A 
 
 
 
 
 

 
A 

第Ⅳ編 JSCE2000 自己評価（部門別） 



 

 
 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 部門名：総務部門 

2000.11 

「社会資本と土木技術に関する

2000年仙台宣言－土木技術者

の決意－」理事会承認 

倫理規定の取り扱いに関する検討 

（鈴木道雄第88代会長提案） 

1999.5 

土木学会倫理規定の制定 

（昭和8年版改訂） 

倫理規程の運用指針（案作成中）

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 

Ｃ 

Ａ 

1996.8 

土木学会運営組織、規定類の整理など

の改訂方針を決定 
1999.3 

土木学会定款改定 

2000 

土木学会規則改定 改訂した定款、規則に基づき業

務を運営 

2000 

日本学術会議等関連機関

への委員の推薦方法の明

確化 

1997 

社会の情報化に対応するため情報化特

別委員会を設置 

情報化委員会が常置委員会とし

て設立、情報化将来方針の立案

土木学会独自のインターネット

情報処理環境の構築、ＨＰのリ

ニューアル 
Ａ 

 

1998.4 

「JSCE2000 
土木学会の改革策」 

Ａ 

Ｃ 

Ａ 
海外支部の設立 

（台湾・韓国・英国分会） 

環境賞、土木遺産顕彰制度の 

設立 

新ロゴマークの決定 

Ａ 



 

部門別実績評価票 
部門名 企画部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

１．国土防災の適正水準に関する検討 
 
 
 
２．土木学会技術推進機構創設の検討 
 
 
３．土木技術者像・倫理の検討 
 
 
 
 
 
 
４．公共投資のあり方についての情報収集・意見

交換 
 
 
 
５．委員会制度の検討 
 
 
 
 
 
 
 
６．学術振興基金の検討 
 
 
 

国土防災の適正水準に関する検討特別小委員会を設置

し，中間報告書を取り纏めた． 
 
 
土木技術研究推進機構創設検討委員会による検討報告

を基に機構設立準備 
 
企画調整委員会内に“倫理・将来像の構築と検討グル

ープ”を設置し検討を行い，土木技術者の倫理を確立

する必要性を指摘．学会内に「土木技術者の倫理規定

創設検討委員会（仮称）」の設置を提案した． 
 
 
土木学会定例談話会では，主題を“公共投資のあり方

を考える”として，平成８年１２月から月１回，官，

民，地方自治体首長，学などのオピニオンリーダーを

招いて講演を行った． 
 
委員会制度等検討分科会を設置し，調査研究部門に所

属する委員会以外の委員会のあり方について，検討し

た．その調査の結果，以下の提案を行った． 
（１）委員会運営の基本的考え方 
（２）委員会設置 
（３）委員会の名称変更と廃止 
（４）企画調整委員会の見直し" 
 
土木学会学術振興基金規定を作成した．さらに，助成

金交付内規を策定し，公募枠と特別枠を設けた． 
 
 

継続課題としてアクセプタブルリスクの適用

に関する検討特別委員会を設置し検討を継続．

2000.3検討終了． 
 
1999.5 土木学会技術推進機構の設立 
 
 
土木学会倫理規程制定委員会において，15 条
にわたる倫理規程を策定．1999.5.7理事会にお
いて制定された． 
2000.11「社会資本と土木技術者に関する 2000
年仙台宣言－土木技術者の決意－」理事会承認 
 
12 回にわたる講演での意見を「土木学会定例
談話会講演録」としてとりまとめた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
毎年学会誌 11 月号会告に申し込み要領を掲
載．3月理事会にて審査結果の承認を得た上で
決定．（特別枠は 13年度助成分から休止中） 
 

Ａ 
 
 
 
Ａ 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
Ｂ 



 

７．全国大会のあり方に関する検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
JSCE2000以降実施、検討終了のもの 
 
1999.5 社会基盤整備における事業評価の意義を
考える、国内・国際シンポジウム開催 
 
2000.3 企画委員会 2000 年レポート－土木界の
課題と目指すべき方向－理事会承認 
 
 
 
 
1998.5 会長提言具体化のための特別委員会制度
について理事会に提案，承認 
 
 

行事企画委員会（現全国大会委員会）において，全国

大会について以下の検討を行なった． 
（１）活動内容を問い直す 
（２）講演会での主要アクティビティー 
（３）速報性・軽便化 
（４）全国大会の規模（肥大化の抑制） 
（５）学生論文発表の支部大会へのシフトの検討 
（６）コストダウンと労力節減 
（７）諸行事の見直しと簡素化 
（８）全国大会経理を本部に一本化 
（９）本部の責任の明確と組織の強化 
（１０）参加料金と概要集価格 
（１１）賛助金の原則廃止" 
 
 
 
 
 
 
各課題に関する検討 
（１）公共事業への市場システムの導入拡大 
→技術評価事業の検討（技術推進機構）" 
（２）優秀な人材確保と有効利用 
→技術者環境に関する特別委員会を設置し検討" 
（３）競争力のある研究開発体制の構築 
→2000.6 技術者環境に関する特別委員会（鈴木道雄
会長）を設置し検討 
1999.6 21 世紀における社会基盤整備ビジョン並び
に情報発信に関する検討特別委員会（岡村甫会長）設

置 
2001.6 平成１３年度丹保会長特別委員会を設置，人
口減少下の社会資本整備に関する検討を実施 

実施要領の作成とその適用、見直し，．インタ

ーネット受付の実施，概要集の CD-ROM化な
どを中心に段階的に改革の実施を継続中． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2001.9 ３委員会の報告書を合本し「土木会の
目指すべき方向に関する学会の取組み」を刊行 
技術推進機構に， 
土木学会認定技術者資格制度（2001.5） 
土木学会継続教育制度（2001.4） 
技術者登録制度（2001.4） 
技術評価制度（2001.10） 
が設立 
2000.4 21 世紀における社会基盤整備のあり
方に関するシンポジウムの開催により、土木技

術者・土木学会の今後の指針を公表 
2002.6 報告書「人口減少下の社会資本整備の
あり方－拡大から縮小への処方箋－」を取り纏

め、提言として公表（2002.10 出版予定） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 

 
 

 
Ａ 
 
 
Ａ 

 

 



 

 

2000.11 

「社会資本と土木技術に関する

2000年仙台宣言－土木技術者

の決意－」理事会承認 

2001.5 

技術者環境に関する特別委員会報告書 

「技術者登録制度と技術者環境改善の

提言」理事会承認 

倫理規定の取り扱いに関する検討 

（鈴木道雄第88代会長提案） 

1998.4 

「JSCE2000 
土木学会の改革策」 1999.5 

土木学会倫理規定の制定 

（昭和8年版改訂） 

1999.5 

土木学会技術推進機構の設立

1999.8 

継続教育実施委員会の設立

2000.3 

企画委員会2000年レポート 

－土木界の課題と目指すべき方向－ 

（理事会承認） 

公共事業への 

市場システム導入拡大 

優秀な人材確保と 

有効活用 

競争力のある 

研究開発体制の構築 

2000.3 

技術者資格評議会設立 

（委員長岡村甫第87代会長）

技術者環境に関する特別委員会

（委員長岡村甫第87代会長）

社会資本整備と技術開発の方向に

関する検討委員会（委員長鈴木道雄

第88代会長） 

2000.6 

「21 世紀土木・建築分野におけ

る新技術の開発促進戦略に関す

る公開ワークショップ」開催 

2001.4 

土木学会継続教育制度発足 

2001.4 

「技術者登録制度」の発足につい

て理事会承認 

2001.5 

「土木学会認定技術者資格」制度

（2001.5.11理事会承認） 

2001.5 

社会資本整備と技術開発の

方向に関する検討委員会報

技術評価事業の検討

1999.5 

岡田宏第86代会長の意向により、

「社会基盤整備における事業評価

の意義を考える、国内・国際シン

ポジウム」開催 

21世紀前半のための課題とプログラム 
・ JSCE の役割と活動のあり方 

・ 主要テーマ 
・ 調査研究の主要テーマの提唱 
・ 会員サービス 
・ 国際／空間（都市）／環境 

2001.10 

土木学会技術評価制度発足 

倫理規程の運用指針（案作成中）

1999.６ 

21世紀における社会基盤整備ビジョ

ン並びに情報発信に関する検討特別

委員会（委員長岡村甫第87代会長） 

 2000.4.18 

「21 世紀における社会基盤整備

のあり方に関するシンポジウム」

により土木技術者・土木学会の今

後の指針を公表 

2001.６ 

丹保憲仁第89代会長提言特別委員会 

200２.５. 

「人口減少下の社会資本整備のあ

り方-拡大から縮小への処方箋-」

をとりまとめ、提言として公表 

200２.11 

学会出版物として出版. 

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 

部門名：企画部門 

Ｃ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｃ 

Ａ 

A 
2002.６ 

岸清第90代会長提言特別委員会 

2003.4 

土木学会情報受発信サイト 

JSCE.jp開設 
B 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 



 

部門別実績評価票 
部門名 財務経理部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

4.2 会計システムの明確化と OA化の推進に対す
る施策 
4.2.1 公益法人会計基準への移行 
(a)  文部省の通達により，公益法人は公益法人会計
基準に基づき，会計処理をする事が義務付けられ，

企業会計基準から公益法人会計基準に変更した．

（実施済） 
(b)  会計基準の変更にあわせ公認会計士も個人の
下園公認会計士より太田昭和監査法人（現・新日

本監査法人）に変更した．これにより機動的，シ

ステマティックに指導を受けられるようになっ

た．（実施済） 
(c) 公益法人会計用の会計コードの設定，費目，科
目，細目等のルール設定を新たに行い，判り易い

整合の取れた会計システムとした．（実施済） 
 
4.2.2 会計コンピュータシステムの導入 
(a) 会計コンピュータシステムを本部，支部ともに
導入した．（実施済） 
(b)システムの導入により，本部，支部の会計コー
ドの統一化，データの一元化が計れ，より明確な

会計処理が可能になった．（実施済） 
(c) 平成 9 年度途中より新システムを導入したた
め，幾つかの支部で戸惑いが見られるが予算作成

から決算処理迄の一連の業務を経験すれば軌道に

乗ると考えている．本部事務局は責任をもって，

支部への支援を行う．（実施中） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 新会計システム導入から 5 年が経過し各支部でも
パソコン操作に慣れ、会計処理についても習熟しつつ

ある。決算処理に関しては本部でマニュアルを作成、

支部に配布し齟齬のないよう努めた。日常の会計処理

に関して疑問点等がある場合は、随時支部から受け本

部で答えているが、E メールの普及により、質疑応答
を迅速かつ詳細に行うことが可能となった。現在は、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 支部から本部への会計報告については、報
告の頻度を従来の半期毎から 4 半期毎に増や
すとともに、支部会計責任者（幹事長）が報告

を行う体制を確立し、14 年度 2/4 半期からを
目途に実施する予定である。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
(d)   新システムによる会計処理をより効率的に運
営するため，周辺処理業務も今後，新システムに

連動した形で処理システムを開発していく必要が

ある．（銀行入金チェックシステム，旅費清算シス

テム，参加費請求システム，書籍販売システム，

会費納入管理システム等）（実施中） 
(e)    事務局職員にコンピュータが配置され，担当
している行事や委員会等の支払実績が随時検索で

き，予算管理が効率的に行えるようになった．（実

施済） 
(f) 公益法人会計は収支は判るが，損益は直接には
判らないため，別のシステムで計算しておく必要

がある．10 年度当初にそのシステムを導入する．
（準備中） 
 
4.3 健全な財務体質に向けての施策 
4.3.1 企業努力による財務体質の改善 
(a) 予算に基づくコスト管理と各種事業の予算削
減（実施中） 
(b) 事務局職員へのコスト意識，管理費の考え方の
普及（実施済） 
(c) 調達方法の改善  印刷物等発注する物件に競
争見積制度を導入等（実施済） 
(d) 行事費に管理費相当額を見込んだ予算の策定 
（主催する委員会等に対するコスト意識の普及）

（実施中） 
 
4.3.2 事務局の役割分担と責任体制の明確化 
(a)  各種委員会と事務局職員の作業分担表を作成
し，夫々の権限と責任を明確にした．（実施中） 
(b) 各課・室の業務内容及び分掌業務の見直しと役
割分担に伴う役職者の責任と権限の明確化．（実施

支部会計の本部報告が半期毎のデータ送付のみである

ため、報告のあり方について見直しをしている。（実施

中）① 
(d) 要開発と考えたシステムのうち、行事受付、総合
支払（旅費・謝金類）、書籍販売の各システムは開発済

で現在稼動中である。銀行入金チェック及び会費納入

管理のシステムは開発途中である。（実施中）① 
 
 
 
 
 
 
(f) 損益計算の集計フォームを作成した。（実施済）① 
 
 
 
 
 
 
 
(a) コスト意識は、委員会や事務局職員に行き渡り、
各種事業は適正な収支で行われるよう改善された。(実
施済) ① 
 
 
 
(d) 行事計画の段階で管理費相当額を見込むよう周知
徹底した。（実施済）① 
 
 
 
(a) 調査研究部門において作成した作業分担表に基づ
き各種委員会及び行事の業務を実施している。（実施

済）① 
(b) 総務部門において事務分掌規程を整理した。（実施

 
 
 
(d) 銀行入金チェックシステムは、入金の源で
ある請求システムも含めた総合化を念頭にお

いているため、開発に時間を要している。会費

納入管理については、外部委託している会員管

理システムを、月次ベースの会費納入状況が出

力できるよう機能アップ中で、これにより会計

システムとの月単位での照合を可能にする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
 

 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
Ａ 



 

中） 
 
4.3.3 各種未処分金の処理 
経理上処分を保留していた，各種の支払不明金（例

えば印税の宛先不明等），未収入金（例えば書籍購

入代金未納，講習会参加未納金等），預り金（例え

ば共催事業残金等）その他を損益修正金として処

理し，健全な経理内容になった．（実施済） 
 
4.3.4 土木学会本部土地購入借入金返済処理 
(a)     本部用地（四谷の現在地）を国鉄清算事業団
より平成 7 年 3 月総額９９６百万円で購入した．
その費用を全額銀行より借入れ，400百万円は会費
を 5年間 15％臨時会費として増額し，返済する．
残りの 596 百万円は保有株を売却して返済する事
にした．（実施中） 
(b) 会費収入による返済は順調に返済が進んでい
る． 株売却による返済分は株が大幅に値下がり
し，推移を見守っていたが，平成 9 年度には株を
売却し返済に充てた．平成 12年度で借入金全額を
完済する見通しである．（実施中） 
 
4.3.5 公益増進事業特別会計の設置 
(a)  ８０周年記念事業の寄付金の残金（４億５千５
百万円）を文部省と協議の結果公益性の高い次の

ような事業に使用する事とし，表記の特別会計を

設置した．（実施済） 
(b) 公益増進特別会計で行う事業（実施中） 
①     阪神・淡路大震災調査報告の製作費 
②     ８０周年記念出版（ﾖｰﾛｯﾊﾟのｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ）
の製作費 
③     行事の補助金 
④     図書館の整備費 
⑤     支部行事の補助（支部交付金） 
(c) (b)の事業の費用を特別会計で負担する事によ

済）① 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)、(b) 臨時会費による返済分、保有株売却による返
済分とも、当初計画どおり平成 12 年度末をもってす
べて完済した。（実施済）① 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)～(d) 事業のうち発刊の遅れていた、②の『ヨーロ
ッパのインフラストラクチャー』は平成 9年度に、①
の『阪神・淡路大震災調査報告書』も平成 11 年度末
には全巻が完成した。11年度には資料整備引当預金の
積立も目標額の 4億 5千 5百万円に達したため、同年
度において公益増進事業特別会計を閉じた。（実施済）

① 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

り生ずる，一般会計，出版会計の余剰金を資料整

備引当金として積立てた．（川崎資料館建設費の一

部）（実施中） 
(d) (b)の③④⑤については順調に同額の資料整備
引当金が積み立てられている．①②については発

刊の遅れにより，支出した費用の回収が遅れてい

る． 特に①についてはまだ半数しか出版されてお
らず（10年 3月末），今後発刊を早めると共に販売
促進に努力する必要がある．（実施中） 
 
4.4 中長期の視点からの財務・経理のあり方 
4.4.1 予算編成について  
(a)  各部門で予算重視の活動を行って貰うため，平
成 10年度の予算は部門ごとの実施計画に基づき予
算要求額を提出してもらった．10 年度より初めて
試みた方式であるのでこれまでの経過を考慮し，

大幅な枠組の変更は行わなかった．（実施済） 
(b) 学会の方針で 10 年度重要課題とした国際関係
費，緊急災害対策費等については，企画部門会議

の意を受け別途指示のあった額で予算を配分し

た．（実施済） 
(c) 学会の運営管理業務も工夫改善，作業の見直し
等を行い，効率化，迅速化を計り，事務管理費を

約 17，000千円圧縮した．（実施済） 
(d) 10年度の予算編成に当たり上記の(b)，(c)以外
で要求された額を変更したものは次の通りであ

る．（実施済） 
① 学会誌の発行費用が毎年増加傾向にあり，平成
9 年度予算より多い予算要求があったが同じ額で
活動して貰うようお願いした． 
② 図書整備費はﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの新システム導入の為，
必要な額を計上した． 
③ 毎年実費清算であった土木学会賞関連費用も
予算内で納めてもらうようにした． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)～(e) 部門毎の実施計画に基づいて予算要求をし
てもらう方式は、平成 10 年度以降、現在まで踏襲し
ている。ここ数年は、経常経費については前年度比 0
シーリングで予算案を作成、新規事業がある場合は、

別途予算要求書を提出する、とした基本方針で編成を

行っている。① 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

④ 会費収入は例年内輪に見積もる傾向にあった
が，10年度より予測精度を高め，額を増加させた． 
(e) 行事及び受託研究費の予算を策定するときは
20％の管理費を計上するよう要請し，予算に組み
込んでもらった．（実施済） 
 
4.4.2 定款変更による経理関連規則等の改正 
(a) 「公益法人の設立許可及び指導監督基準」の改
正により，土木学会の定款の見直しが必要となり，

現在改定作業を進めている．これに伴い学会の経

理関連の諸規程，規則等の改定を進めている．（実

施中） 
(b) 公益法人の収益事業は総支出額の１／２以下
となっており，当面問題はないが今後配慮が必要

である．（検討中） 
 
(c) 公益法人の管理費は総支出額の１／２以下とな
っており，この面でも配慮が必要である．（検討中） 
 
(d) 公益法人が受けた寄付金は１／２以上一般市
民を対象にした事業に当てなければならないとい

う行政指導が有る．専門分野のシンポジウムや全

国大会等に対する寄付行為も制限をうけると考え

られる．（検討中） 
(e) 以上のほか株式保有の制限，長期借入金の規
制・管理強化，運用財産の運用範囲の制限等かな

り厳しく規制されている．今迄運用してきた経理

関連の諸規程の見直しを行う．（検討中） 
(f) 定款変更により，直接財務経理の規程には影響
ないが運営上経費面で影響ある事項に次のような

ものがある．（検討中） 
① 総会定足数の変更（会員の過半数の出席）に伴
う定員確保の方策が必要となる、②評議員会の見

直し（役割等の移管）、③理事の選任方法（総会で

の選挙による）、④その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ｢公益法人の設立許可及び指導監督基準｣（以下、
監督基準という）の改正を受けた定款改定作業に合わ

せ、土木学会会計規程及び会計規程内規を改訂した。

（実施済）① 
 
(b) 現在までに基準を超えた年度はないが、今後、技
術推進機構の事業等、収益事業の規模拡大によっては、

基準に抵触する可能性も考えられ検討が必要である。

（検討中）① 
(c) 一般管理費の節減や会計処理の方法により現在安
全圏内にある。会計方法等、特別な変更がない限り問

題となる可能性は少ないと考えられる。（検討済）① 
(ｄ) この指導は監督基準に記述はなく、｢特定公益増
進法人｣の認可の際のものと考えられる。4.5.3．に後
述する公益法人会計基準の見直し如何によっては、寄

付金の扱いも、｢ＪＳＣＥ2000｣での課題とは異なる視
点から検討が必要となる可能性がある。（検討中）① 
(e) ほとんどが監督基準をクリアしているなか、内部
留保は適正とされる水準（事業費＋管理費＋固定資産

取得支出の 30％以内）を超えており、対策が必要であ
る。（検討中）① 
(ｆ) 総務部門において検討済であるが、財務・経理部
門が直接影響を受けた事項は、①の総会定足数の確保

に関係し、会員への総会通知を早く行うため理事会で

の決算審議を 5月から 4月に繰上げたことにより、決
算事務を大幅に短縮（約 20 日）しなければならなく

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ｂ) 予算編成の際に試算を実施し基準に留意
する。 
 
 
 
 
 
 
(d)     公益法人会計基準の見直しの進捗状況
を見守り必要に応じて対応を検討する。 
 
 
 
(e) 内部留保とされる資産の一部を、将来の支
出に充てる引当財産に移行するなど、いくつか

の具体案を提示すべく検討している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
Ａ 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

    以上のように組織・体制が変わる事により 
・    総会の定足数確保の為の組織化，委任状の収
集方法、理事選挙用業務、総会の会場    大会場
への変更等が生じる． 
定款変更と対応してどのように変更したら良いか

検討を行う．（検討中） 
 
4.4.3 中長期的視野での財務全体の動向 
(a)     今後，会員増による会費収入の増加は容易で
はない．むしろ現会員数をいか保持していくかが

これからの課題である．また公益法人の運用基準

により収益事業も色々な制約を受けており大幅な

増収は期待出来ない． 昨今の社会的，経済的状況
では，安易な支援を考える環境にない．（検討中） 
 
 
 
(b)     財政的に，健全な財務内容で学会を運営して
行く為には中長期的計画が不可欠であり，しかも

それを確実に実行して行く体制が重要となる．特

に資金的にかなりの出費が見込まれる事業につい

ては，収支バランスを十分検討して実施するよう

に心掛ける必要がある． 従来のその時々の状況に
順じて対応して行く方式では限界があろう．21 世
紀を見据えた基幹となる計画が望まれる．（検討

中） 
(c)     前にも述べたように，学会運営の費用は基本
的に会費収入等限られている．学会の活動は会員

が納得し，何等かの形でその恩恵に浴する事の出

来るものでありたい．予算はその活動の裏付けと

なるものであるから，その配分に当たっては公平，

公正，透明でなくてはならない．予算配分の大枠

を決めて置く事も一案と思われる．それには学会

活動の行動指針となる基本計画を早急に理事会等

で見直し，その指針に添って個別の事業の費用を

なった点で、本部、支部では 2月末で決算をある程度
固める等、決算事務の前倒しを心掛けるようにした。

（実施済）① 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 会員増を図るためには、会員のメリットを増大さ
せるとともに、会費制度の見直しも検討する必要があ

ると考えられる。具体的には、学生会費と正会員の中

間会員を設け卒業時の退会予防を図ったり、母国に帰

国した留学生が会員を継続しやすいよう若干会費を安

くしたインターネット会員（Ｅ会員）を新設するなど、

の意見が出ている（会員・支部部門、国際部門）。また、

研究活動の活性化にあたり外部研究資金の積極的導入

を推進中である（調査研究部門）。（検討中）① 
(b) 各部門の予算要求の際には、単年度計画だけでな
く中長期計画についても参考に書き添えてもらい財政

面で支えられるよう検討していく。（検討中）① 
 
 
 
 
 
 
(c) ＪＳＣＥ2000自体が、学会活動の行動指針となる
基本計画であり、現在まで事業計画は原則としてこれ

を踏まえて策定してきた。予算は事業計画に連動した

ものでなければならず、各部門で十分な審議をお願い

している。予算編成は、関係 4部門会議（総務、財務・
経理、企画、会員・支部）、企画運営連絡会議、理事会

 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 関係各部門での検討結果を踏まえて財
務・経理部門で議論していく予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 14年度予算では、将来支出が予想される、
100周年記念事業費や、図書館・会館の修繕費
を確保するため、特定預金として｢記念事業準

備積立預金｣と｢修繕積立預金｣を設置し、積立

を開始した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

配分することが問題解決の一つと考える．行事や

出版会計も事業執行のための計画を十分検討し，

予算を尊重した運営をお願いしたい．（検討中） 
(d) 学会の活動分野が年々拡大している．このこと
自体は望ましい事と考えるが，それに伴い事務局

の作業量も増大しており，一般管理費も増加する

傾向にある．人件費を含めた一般管理費もどうあ

るべきか見直す時期に来ているように思われる．

（今後の課題） 
 
4.5 JSCE2000策定後に発生した検討課題 
4.5.1 土木図書館の建替と土木会館の改修 
創立 80周年記念事業として川崎の浮島地区に建設
予定であった土木学術資料館は、当該地区の整備

の大幅な遅れにより数年以内での建設が困難とな

った。そこで改めて 80周年事業として学会員用の
施設について検討した結果、老朽化の進む図書館

の建替と会議室不足の既存会館の改修を行うこと

を理事会で決定、資金計画を立案した後工事を行

った。 
 
4.5.2 ペイオフ対策 
ペイオフが平成 14年 4月 1日に一部解禁となり、
会費等資金の管理により一層の注意が求められて

いる。 
 
4.5.3 公益法人会計基準の見直しの動きへの対応 
公益法人会計基準については、昭和 52年に制定さ
れ、昭和 60年に改正された後、公益法人が計算書
類等を作成するための基準として広く定着してい

る。他方、公益法人をめぐる社会的及び経済的な

環境は近年大きく変化し、また企業会計分野にお

いても国際的な調和の観点から、会計基準の新設、

改訂が行われている。こうした状況を踏まえ平成

12年 4月より総理府（現・総務省）において大幅

などで調整のうえ、公平、公正、透明に行っている。

事業の運営にあたっても各部門で予算重視の考え方が

定着し予算超過となることはなくなっている。（実施

済）① 
 
 
(d) 一般管理費のうち定常経費については節約を心掛
けている。人件費については、支部職員の雇用・待遇

の問題を会員・支部部門において検討している。（検討

中）① 
 
 
 
 
資金計画は、図書館建替工事については資料整備引当

預金の取崩により、既存会館改修工事については減価

償却引当預金の取崩により費用を捻出する予定とした

が、既存会館設備の老朽化が著しく資金不足が見込ま

れたため、個人会員を対象に寄付を募り工事費に充て

た。竣工式は 5月 13日に行われた。（実施済）② 
 
 
 
 
 
取引のある金融機関の経営状況に留意するとともに、

有力格付機関による評価を参考にし、資金の預け先の

基準作りを行う。（実施中）② 
 
 
見直しに関する中間報告は、平成 13年 12月に総務省
から公表されている。項目は、①キャッシュフロー計

算書の新設、②正味財産増減計算書のフロー式への統

一、③正味財産の区別（永久拘束財産、一時拘束財産、

その他財産の 3つ）等、多岐にわたっている。公表と

 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
金融機関の格付などの情報を収集中である。 
 
 
 
 工学系学協会の連合体である日本工学会を

通じて他学会とも連携をとって対応していく

ことを決めている。 

 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 

 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 

C② 



 

な公益法人会計基準の見直しが進行中で、念頭に

おいておく必要がある。 
同時に主務官庁の文部科学省を通じて中間報告に対す

る意見を求められ、財務・経理部門理事・幹事及び公

認会計士と相談のうえ、意見書を提出したところであ

る。（今後の課題）② 
 



 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 

部門名：財務・経理部門                                            達成度の評価 A：完了、B：実行中、Ｃ：行動開始、Ｄ：未実施 
問題認識 社会経済変化の認識 理念の提示 長期目標・計画 中期目標・計画 実行プラン 達成度の評価 

 

1998.4 

｢JSCE2000－土木学会の改革策－｣ 

1996.9 
｢公益法人の設立許可及び指導監督基準｣ 

1996.12 

｢公益法人の設立許可及び指導監督基準の

運用指針｣ 

1985.9 

｢公益法人会計基準｣ 

2001.12～ 

｢公益法人会計基準｣の見直し 

1997.4 

公益法人会計の本格導入 

（コンピュータシステム導入） 

1997.3 

公益法人会計基準への移行 

（8年度決算の文部省提出分から） 1995～ 

会計周辺処理業務の OA化 

1994.6 

会計処理の OA化（企業会計方式）

1995.3～2001.3 

本部用地購入に伴う借入 

1994.11 

土木学会創立 80周年 

1996.4～2000.3 

公益増進事業特別会計 

1997.9～ 

部門主導による予算策定 

1999.11 

定款改正 

1999.7 

会計規程・会計規程内規改正 

健全な財務体質 

中長期の視点に立った

予算編成 B

A

会計システムの明確化

と OA化の推進 

A

規程類の整備 
A

土木図書館建替 
土木会館改修 

B

2002.4 定期性預金のペイオフ解禁 

2005.4   決算性預金のペイオフ解禁 

 
 
情報収集 

B

C



 

部門別実績評価票 
部門名 出版部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

① 著作権(インターネット、電子媒体)のあり方 
 
 
 
② 出版コスト低減に関する具体策の確立 
 
 
 
③ 販売促進策 
 
 
 
 
 
 
 
④常置委員会への販売促進に係るインセンティブ

の付与方法の模索 
 

①インターネット、電子媒体における著作権に関する

情報収集。 
 
 
②原稿の完全版下化の一層の推進。 
 
 
 
③販売促進策について,卸価格の見直しを含め丸善と
協議を行った。  
④土木学会全国大会にて書籍販売ブースを設置。新刊

の販売および図書目録等の配布を実施。       

⑤広告掲載による新刊図書の宣伝。         

 
 
⑥一定以上の売上利益を確保できた出版物に対して、

当該委員会への見返りの具対策について検討した。 

①この件に関する学説等が確定しておらず、依

然過渡的な状況であることから、引続き検討し

ていく。 
 
②平成 13年度刊行物 25件のうち 22件（88％）
の完全版下化を実現。 
今後、ソフト面での検討も進めていく。 
 
③丸善から誠意ある回答を得られなかったた

め中断。                  

④九州大会（平成 13年度）から活動を開始し
た。                    

⑤土木学会誌、全国紙への掲載と会費請求書へ

のチラシ同封 
 
⑥監査法人と相談の結果、個別委員会へのキャ

ッシュバックは税法上制約があるため別途方

策を模索中。 

 

 



 

部門別実績評価票 
部門名 出版部門（学会誌編集委員会） 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

（１）経費節減 
・オプションとしての合併号の刊行 
・発送費の削減努力" 
 
 
（２）海外情報収集・発信機能の強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）学会内の横断的情報収集・発信基地として

の学会誌の役割の強化 

・合併号に関するフィジビリティスタディを行った． 
・紙代および発送費の削減のため，学会誌に用いる紙

の質や薄さの再検討を行った． 
 
 
・公的機関，企業を通じて海外連絡員を設置した

（2000） 
 
 
 
 
 
 
 
 
・特集テーマに関係が深い委員会から特別委員という

形で積極的に編集を協力いただいたり，そうでない場

合でも構想段階から意見をいただくようにした． 

・紙の質ならびに薄さを許容範囲の下限とする

ことで，大幅な経費削減に成功した． 
・合併号の必要はなくこれまでに刊行はしてい

ない． 
 
・組織を通じて設置した海外連絡員は十分に機

能したとは言い難い状況にある．そのため，元

学会誌編集委員などのように個人を特定して

海外連絡員をお願いする方式に改めた

（2002）．また，英国分会，韓国分会，台湾分
会との連携により，海外からの情報収集の窓口

を強化するようにした（2002）．これらは対応
したばかりで実績はこれからである． 
 
・特集「応用力学の深淵（2000.8）」「21 世紀
の都市問題・密集市街地にどう取り組むか

（2001.8）」，「これからの都市の地下利用
（2002.8）」では，関連委員会に協力を得て特
集記事が構成された． 

A 
 
 
 
 

C 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B 

 



 

部門別実績評価票 
部門名 出版部門（論文集編集委員会） 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

6.4.2これから実施する施策 
(a)E-mailによる論文審査方式の統一化への検討" 
  
 
 
 
(b)論文集編集資料の継続的改訂 
 
 
 
 
(c)  英文論文集のあり方への検討 
 
 
6.4.3 今後検討すべき課題 
(a)論文数の増加への対応" 
 
 
(b)著作権の帰属（学会への著作権の移譲） 
 
 
 
 
(c)和文論文の英訳版の取り扱い（和文のオリジナ
ル論文を英訳したものの扱い） 

 
定期的に開催する編集調整会議において、各部門の状

況を報告し改善に努める。 
 
 
 
定期的に開催する編集調整会議において、詳細な検討

を行った 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
編集調整会議において、詳細な検討を行い、投稿要項

の改訂を行った 

 
電子メールを用いた審査の方法はほぼ確立し

た。各部門によって、状況が異なる点もあるの

で、完全に方法を統一することはせず、重要な

部分を統一して実施している。 
 
2001年 7月に投稿要項改訂を行った。また投
稿要項と投稿の手引きの英語版を新たに作成

した。 
 
各英文論文集の性格、出版の背景などが異なる

ため、統一的な検討は行っていない。検討事項

については、それぞれの英文論文集の編集委員

会に委ねている。 
その後、郵便料金上の理由により積み残しの論

文が出るような事態にはいたっていない 
 
論文集の掲載にあたって著作権を著者から学

会に移譲するように制度を改め、このことを投

稿要項にも明記し、実行した。また、これに伴

う著作権法上の問題を検討した。 
 
各英文論文集編集委員会に判断を委ねている。 

 
A 
 
 
 
 

A 
 
 
 

C 
 
 
 
 

B 
 
 

A 
 
 
 
 

C 

 



 

部門別実績評価票 
部門名 調査研究部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

委員会内規の制定と公表 
 
事務処理支援範囲の明確化 
 
委員会活動のホームページ 
 
委員会への予算配分の弾力化 
 
 
外部資金の導入推進 
 
 
委員会新設・改廃のルール化と実行 
 
電子メールなどによる会議の合理化 
 
英文論文集の発展 
 

各委員会に衆知を徹底① 
 
各委員会に衆知を徹底① 
 
各委員会に依頼① 
 
 
 
 
各委員会に衆知を徹底① 
 
 
ルールの具体的な実行① 
 
各委員会に衆知を徹底① 
 
International Journal化の検討② 

達成率１００％ 
 
委員，事務の役割分担はほぼ整理済 
 
達成率１００％ 
 
行事「収益金」の委員会への還元，競争的資金 
の導入についても検討中 
 
科学技術振興費の調整を実施．現在は「技術推

進機構」の所掌業務 
 
新設１件（舗装工学委），統合１件（教育委） 
 
各委員会で実施済 
 
基本理念の提案 

Ａ 
 
Ａ 
 
Ａ 
 
Ｂ 
 
 
Ｂ 
 
 
Ｂ 
 
Ａ 
 
Ｃ③ 

 



 

 
問題認識 社会経済変化の認識 理念の 

提示 
長 期 目 標・計 画 中 期 目 標・計 画 実行プラン 達成度の 

評価 
 JSCE2000 

土木学会の改革案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
高度化する社会からの

要請 

 委員会活動の活性化 
社会への情報発信 
 
 
 
 
 
 
 
国際化への対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

2000．1 英文論文集等検討会 
 
 
 
 
 
民事裁判鑑定人推薦制度の検討（調査研究部門と

最高裁判所民事部） 

委員会内規の制定と公表 

委員会活動のホームページ整

備 

事務処理支援範囲の明確化 

委員会への予算配分の弾力化 

外部資金の導入推進 

委員会新設・改廃のルール化と

実行 

 
英文論文集の International 

Journal化の基本理念提示 

海外災害調査への派遣（H11か

ら 4年間で 9回の実績） 

 

 
調査研究部門内に「裁判支援

WG」を設置することを検討中 

 

 

 

 

 

Ａ 
Ａ 
 
Ａ 
Ｂ 
Ｂ 
Ｂ 
 
 
Ｃ 
 
新規 

 
 
 
新規 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 部門名：調査研究部門 

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 



 

部門別実績評価票 
部門名 国際部門 部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

１）     国際戦略の構築 
・我が国の土木技術の国際競争力強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 →技術の評価 
 
 
・情報収集ネットワーク構築 
 
・協定学会との連携強化 
 
 
 
 →対外組織との連絡調整 
 
 
 →アジア土木技術会議の運営 
 
 

 
企画委員会にて「企画委員会 2000 年ﾚﾎﾟｰﾄ-土木界の
課題と目指すべき方向」、「21世紀土木技術ｳﾞｨｼﾞｮﾝ-研
究開発の課題と方向」のﾚﾎﾟｰﾄおよび「土木・建築分野

における新技術の開発・促進戦略に関する公開ﾜｰｸｼｮｯ

ﾌﾟ」の実施および「社会資本整備と技術開発の方向に

関する検討委員会」等において検討されたが、国際委

員会では具体的な対応課題として「国際化に向けての

アクションプラン」を作成し、検討をすることとした。 
 
 
 
 
 
 
土木技術推進機構後、土木技術評価実施のためのガイ

ドラインをまとめ検討開始 
 
未着手のまま検討されてこなかった。 
 
アジア地域を中心に協定学協会を増強し、交流をはか

ってきた。 
 
 
必要に応じ海外学協会ならびに国内関係団体と連絡調

整を行ってきた。 
 
第 2回ｱｼﾞｱ土木技術国際会議（2nd CECAR)を東京で
開催（2001.4.16-19） 
 

 
国際化に向けてのアクションプランを作成

（2002年７月） 
・アクション１ 「国内」の国際化に向けての

活動 
  ー「海外情報フォーラム」の新設ー 
・アクション２ 英語による海外に向けての情

報発信 
 －英文 HPの充実ー 
・アクション３ 会員制度の見直し －E会員
の提案ー 
・アクション４ 海外エンジニアとのネットワ

ーク形勢 
 －JSCEネットワークつくりー 
 
「技術推進機構」内の委員会で実施 
 
 
今後、アクション１で検討予定 
 
98 年当時協力協定学会は 9 学協会だったが、
現在２１学協会と締結（2002.8 現在） さら
に、協定学会との連携の質的強化を検討中 
 
アクション４でネットワークの充実を図る 
 
 
CECARは 3年に 1度開催することとなり、次
回韓国で予定されている。（2004.8） 
今後、CECAR はアジア学協会連合協議会

 
Ｃ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ 

 
Ｂ 
 
 
 
Ｂ 
 
 
Ｂ 
 
 
 



 

 
 
 
 
・協定学会会員資格の互換性 
 
・土木学会の国際連合組織の提案・構築 
 
 
・学会誌上での国際戦略の展開 
 
 
（２） 学術情報発信・ 国際会議 
・シンポジウムの企画・開催 
 
 
 
 
 
 
・年次講演会の国際化 
 
 
 
・学会誌、論文集等の英文化 
 
 
 
 
・基準の英文化 
 
 
 
・英文教科書刊行   
 
 →海外情報の提供（本機構国内会員） 
 

 
 
 
 
協力協定文書に一部明記されている。 
 
土木学会が中心となり、アジア土木学協会連合協議会

（ACECC）を発足（1999.9.27） 
 
学会誌上でシリーズ「土木界の国際戦略」（1998-99）
と題し 12名による記事掲載。また、学会誌 2002.9月
号にアクションプランを掲載予定 
 
各研究委員会で専門分野の会議を担当し、その他国際

会議に関する事業については技術推進機構が担当。国

際会議の共催、後援についても同様 
 
 
 
英語による研究討論会・共通セッションの開催、協定

学協会から参加者を招待し、Roundtable Meeting 等
の開催することとした。 
 
学会誌、論文集の両編集委員会に学会誌記事および論

文集の英文化、教官教員名簿の英文表記の検討を促し

てきた 
 
 
出版委員会からトンネル示方書の英文版を発行され、

また、ISO対応特別委員会（受託）の活動の一環とし
ても「国内基準類の翻訳助成」をしている。 
 
土木教育委員会で検討予定 
 
未着手のままであったが、アクションプランの提案を

期に検討を開始 

（ACECC）担当委員会（国際部門）で担当し、
その他国際会議に関する事業は「技術推進機

構」が担当する。 
 
協力協定書に従っている。 
 
学会内の ACECC担当委員会を通じて支援中 
 
 
実施 
 
 
 
基本的に現体制を維持し、ACECC関連につい
ては国際部門が担当する。なお、ACECCおよ
びACECCのTCでも海外学協会との国際会議
や各国共通のテーマを研究・情報交換等の場を

創設している。 
 
全国大会でのさらなる国際化プログラムを検

討中 
 
 
教官教員名簿には多くの英語情報が加わり、ま

た、アクション２で一部学会誌記事を英文化し

て Homepage上で掲載予定（Civil 
Engineering, JSCEをWeb公開） 
 
アクション２ 英文化の必要性を呼びかけ、他

学協会とも連携し英訳することを検討する。 
 
 
国際部門では取り扱わない。 
 
アクション１の中で検討予定 
 

 
 
 
 
Ａ 
 
Ｂ 
 
 
Ａ 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
Ｃ 
 
 
 
 
 
Ｃ 
 



 

 
（３） 国際広報活動 
・英文ホームページの充実 
 
 
・海外広報誌の刊行 
 
 
 
 
 
・海外支部設立 
 
 
 
 
 
 →海外への最新技術情報提供  （本機構海外会
員） 
 
 
（４） 技術・教育・産業の国際整合性 
・基準・資格の国際整合性 
 
 
 
 
 
 
 →技術者資格認証、教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ評価・認証、ｱｼﾞ

ｱ地域技術者資格制度確立の支援 
 
 
 
・ＩＳＯなどの技術基準に対する対応・評価・提

案 
 

 
 
土木学会英文 HPを一元化し、内容構成、デザインを
国際委員会で検討 
 
広報委員会から Civil Engineering, JSCE(年刊）、国際
委員会から英文ニュースレター（年 2回）を発行 
 
 
 
 
2000 年４月に台湾分会を設立後、同年７月に韓国分
会、2001年 10月に英国分会を設立 
 
 
 
 
国際委員会として様々な手段で情報発信を検討、実施

している。特に英文 HPを活用して多くの情報発信に
努めている。 
 
 
技術推進機構内の ISO 対応特別委員会で国際基準に
ついて検討している。また、資格については、建設技

術者資格の相互承認検討委員会（受託、その後国際部

門に移管）で APECエンジニアを中心に検討されてい
る。 
 
技術推進機構内に APECエンジニア対応として「建設
技術者の相互承認検討委員会（受託）、教育プログラム

評価、認証の対応として継続教育委員会、JABEE 対
応委員会を設立 
 
技術推進機構内に ISO対応委員会（受託）で対応。ISO
規格については各調査研究委員会で対応している。事

務窓口は機構が担当 

 
 
 
2001年 11月より新英文 HPを立上げている。
適宜情報の更新を行っている。 
 
Civil Engineering, JSCE を HPで公開、年４
回掲載、Newsletter は当面年４回発行（メー
ル配信・HP上の公開を含む）し、将来的には
毎月刊行できることを目標とする。（アクショ

ン２） 
 
３海外分会設立。また、今後各国、拠点都市に

世話人を置き情報提供や窓口を務めてもらう

制度を検討ーアクション３。（原則、ボランテ

ィアで依頼するが、特典を考慮することも検討

する） 
 
アクション２ 英文 HP 等を介して Civil 
Engineering, JSCE で取り上げた最新技術や
土木情報を紹介、また、技術賞など受賞技術を

紹介 
 
「技術推進機構」内の委員会で実施 
 
 
 
 
 
「技術推進機構」内の委員会で実施 
 
 
 
 
 
「技術推進機構」内の委員会で実施 
 

 
 
 
Ｂ 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
Ｃ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
（５）国際貢献 
・技術移転プロジェクトの提案 
 
 
 
 
 
 
 
（６） 国際競争力 
・留学生教育の強化 
 
 
 
 
・社会人教育の強化 
 
・新規技術の早期承認 
 
・日本版ＣＥＲＦの設立 
 
 
（７） 学会体制の国際化 
・規約等の国際整合性(*) 
 
 
・バイリンガル事務職員の雇用(*) 
 
 
 
・技術移転情報の一元的把握 
 
・公的資金獲得企画提案(*) 
 
  →外部資金の受け入れ窓口  

 
 
1998-99年に「規格・基準等策定支援委員会」（受託）
で日本のプレゼンスの向上とともに日本の技術者の努

力により培われた建設技術を国際社会に移転するため

に”規格基準策定支援のあり方”が議論された。2002
年 4月よりｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝの復興に対し NGOの立場として
復興計画ﾋﾞｼﾞｮﾝを提言するための「ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ国土復興

ﾋﾞｼﾞｮﾝ検討懇談会」を立上げ議論している。 
 
1999 年 8 月に第 1 回 International Summer 
Symposium を開催し、留学生に研究成果の発表と交
流を深める場として行われている。また、留学生ネッ

トワーク構築のためにデータを集め、名簿作成をおこ

なっている。 
 
技術推進機構で継続教育制度を発足させ、対応中 
 
技術推進機構で技術評価事業で対応中 
 
技術推進機構発足にあたり準備検討委員会で ASCE
の CERFと同様な運営形態組織を検討したが、設立に
いたらず 
 
土木学会の定款・細則を英文化 
 
 
事務局国際室に 1名および在宅で ACECC対応ならび
に Civil Engineering, JSCEの翻訳等で 1名を契約ア
ルバイトとして雇用している。 
 
全体の中での一元管理をしていない。 
 
技術推進機構内に特別プロジェクト委員会で対応 
 
科学技術振興調整費等の公的競争型研究費の獲得を目

 
 
 
 
「規格・基準等策定支援委員会」（受託）99年
に報告書が出されている。「ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ国土復興

ﾋﾞｼﾞｮﾝ検討懇談会」は、2002 年８月現在、調
査団派遣およびﾋﾞｼﾞｮﾝ提言を検討中 
 
 
 
 
サマーシンポジウムを継続して実施。全国土木

系担当教官からの情報により留学生の名簿を

作成中。適宜学会から最新情報を提供中 
 
 
 
「技術推進機構」で実施 
 
「技術推進機構」で実施 
 
検討済 
 
 
 
定款・細則とともに倫理規定および仙台宣言を

英文化している。 
 
採用済 
 
 
 
「技術推進機構」で対応 
 
「技術推進機構」で実施 

 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
・学会基金の国際活動への効率的運用(*) 
 
 
 
 
・国際会員制度の導入 

的とし、各調査研究委員会と調整、課題提案している。 
 
学術振興基金、学術文化事業が学会内の基金として、

また、公益信託として学術交流基金があり、それぞれ

必要に応じ委員会ベース、個人ベースで応募できる。 
 
 
未着手のままであったが電子情報のみを提供し、会費

を抑えた E会員の創設（アクション３）を提案 
 

 
「技術推進機構」で実施 
 
 
各基金には必要に応じ応募。特に学術交流基金

は協定学協会からの日本招聘助成制度もあり、

今後、国際委員会と情報交換してすすめること

を検討予定 
 
アクション３で今後検討 

 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
Ｃ 

 



 

問題認識 社会経済変化の認識 理念の 
提示 

長 期 目 標・計 画 中 期 目 標・計 画 実行プラン 達成度の 
評価 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ｂ 
 
 
Ｂ 
 
Ｂ 
 
Ｃ 
 
Ｂ 
 
Ｂ 
 
 
 
Ｂ 
 
Ｂ 
 
 
 
Ａ 
 

C 
 
 
 

C 

 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 部門名：国際部門 

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 

アジア土木学協会連合協議会（ACECC）の

設立 

ACECC 担当委員会の設置 

1998.4 

「JSCE2000 

土木学会の改革案」 

1999.5 

土木学会技術推進機構の設立 

新委員会の設置 

「ISO 対応特別委員会」 

「建設技術者資格の相互承認検討委員会」 

「研究特別プロジェクト委員会」、他 

土木学会継続教育制度、土木学会認定技術者

資格制度等の発足等 

国際戦略の構築 

学術情報発信 

国際広報活動 

技術・教育・産業の

国際整合性 

国際貢献 

国際競争力 

学会体制の国際化 

2000.3 

企画委員会 2000 年レポート 

―土木界の課題と目指すべき方向― 

2002.7 

国際委員会「国際化に向けてのアクションプラン」 

アクション１ 「国内」の国際化に向けての活動 

アクション２ 英語による海外に向けての情報発信 

アクション３ 会員制度の見直し 

アクション４ 海外エンジニアとのネットワーク形成 

第 2回アジア土木技術国際会議開催 

国際委員会留学生、広報、海外分会、HP、

協力協定等の各分科会を設置 

広報委員会「Civil Engineering, JSCE」（年

刊）発行 

International Summer Symposium の開催 

Newsletter の発行 

台湾、韓国、英国に分会設立 

「Civil Engineering, JSCE」国際委員会に移管 

技術移転を行うための支援のあり方を「規格・基準

等策定支援委員会」（受託）で検討、取り纏めた。 

「ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ国土復興ﾋﾞｼﾞｮﾝ検討懇談会」で復興ﾋﾞ

ｼﾞｮﾝを提言するため検討中 

バイリンガル事務職員の雇用 

海外会員のための会員制度の見直し検討 

全体を包括した英文ＨＰの立上げ 

英
文
化 

電
子
化 

協力協定学会との関係強化 

留学生ネットワークの構築 

海外支部の設立 



 

部門別実績評価票 
部門名 広報部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

１．国際広報誌の編集・発行 
 
 
 
 
２．マスコミ対応のガイドラインの整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．記者との懇談会実施など 
 
 
 
４．土木学会インターネットホームページの充

実・活用 
 
 
５．サマースクールの実施 
 
 
６．土木学会パンフレットの改訂 
 

1997年 12月に第 1号を発刊．200１年の第 4号まで
年 1回発刊．① 
 
 
 
（ａ） 学会として能動的に広報する項目について対応
ガイドラインならびに学会メンバーがマスコミと対応

する場合の配慮事項をとりまとめ，これらを各委員会

に周知した． 
（ｂ） 災害等緊急時のマスコミ対応ガイドラインをと
りまとめ「災害緊急対応部門と調整． 
 その結果，災害発生に伴う直接のマスコミ対応および
学会調査団の発足・派遣，あるいは特別委員会設置と

これら災害発生直後に係わるマスコミ対応は「災害緊

急対応部門」の分掌とし，特別委員会の調査報告など

時間経過後の対応は広報委員会の分掌とした．① 
 
新聞・雑誌の記者に対し，学会活動を積極的に情報公

開し理解してもらうため，各委員会の成果などをタイ

ムリ－に発表するよう調整・実施した．① 
 
土木学会のホームページに掲載する内容，作成者，メ

ンテナンス担当者などについて定めた管理運営要項を

作成し，各常置委員会に配布して周知した．① 
    
中学生を対象に，実験や現場見学を含めた土木体験セ

ミナーを企画・実施．① 
 
平成５年版の学会パンフレットの改訂を実施．これま

で通り和英併記とし，内容の追加・変更を行った．① 

2002 年２月に海外向け情報発信の一元化をは
かるべく，本誌の編集・発行に関する業務をす

べて国際委員会に移管することを依頼．承諾済

み． 
 
会長就任における共同インタビューをはじめ．

記者発表に関するサポートを，適宜実施． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1999年〇月リニューアルオープン．TOPペー
ジのほか、新規追加コンテンツの検討． 
 
 
2000 年まで４回実施．運営上の理由からその
後休止中． 
 
2002年 9月末を目途に現在改訂作業中． 
 

Ａ 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
Ａ 
 
 
Ｂ 
 



 

 
７．ＴＶ映像化 
 
 
 
 
 
８．母校で土木を語る 
 
 
 
 
 
 
 
９．土木学会「選定映画・ビデオ」の活用 

阪神・淡路大震災の土木界に与えた影響とその後の対

応状況を広報するための方策として，マスコミ主導の

番組制作（「ＮＨＫテクノパワー」風）を推進すること

について検討し，企画案をＮＨＫ報道局に持ちかけ，

２度にわたり協議した．（H9.9.11）① 
 
小中学生に土木界への興味を抱かせる方策として，Ｔ

Ｖの歴史番組で近代土木の立役者的人物や史事に纏わ

る土木技術者を取上げてもらうことを検討．① 
会員が母校（小中高校）に出向き土木実務の体験を語

り，土木への興味を持ってもらう場をつくる企画を推

進中．いくつかの学校に問い合わせて感触を検討中．

① 
 
小中学校における出前映画会の上映あるいは貸出し用

の作品として，土木学会「選定映画・ビデオ」のバッ

クナンバーより，特に小中学生に対して広報性の高い

作品を抽出し，活用方法について検討．① 
 

 
採用の結論は得られていないが，今後も継続し

て情報提供していく予定． 
 
 
 
 
1998年 10月，公募による６名のボランティア
により 2000年まで活動． 
 
 
 
 
 
 
学会所蔵のビデオは専門性の高いものが多い

ため，現在，中学生以上を対象として「土木の

紹介」ビデオの企画を検討中． 

 
Ｄ 
 
 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ③ 

 



 

問題認識 社会経済変化の認識 理念の 
提示 

長 期 目 標・計 画 中 期 目 標・計 画 実行プラン 達成度の 
評価 

       

 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 部門名：広報部門 

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 

1998.4 

「JSCE2000 
土木学会の改革策」 

国際広報誌の編集・発行 

マスコミ対応のガ

イドラインの整備 

土木学会インターネ

ットホームページの

充実・活用 

サマースクールの実施 

土木学会パンフレッ

トの改訂 

母校で土木を語る 

土木学会「選定映画・ビ

デオ」の活用 

新たに立ち上げてきた広報活

動のしくみの継続．一層の内

容の充実・企画を図る， 

2002.7 
岸会長提言特別委員会

との連携 

土木の広報 VTR の
企画・製作 

記者発表・

記者懇談会 

国際部門へ移管 

土木学会ホームページ

の管理・運用 



 

部門別実績評価票 
部門名 会員支部部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

会員増強活動 
 
 
 
 
 
 
会員サービスの向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
支部活動への支援と連携 
 

「個人会員５万人体制」会員増強計画① 
 
 
 
 
 
 
職場班の再構築① 
 
 
 
会員との双方向情報伝達② 
 
 
海外会員へのサービス向上① 
 
支部交付金の適正化検討① 
 
 
定款改正に伴う支部規程の見直し① 
 
 
 
（技術推進機構への協力）② 

「会員特典チラシ」の作成・配布 
インターネット入会システムの導入（H14年 6
月） 
職場班の組織化と会員勧誘活動支援 
学生会員の積極的な勧誘 
 
組織率 63.9％（H14年度） 
新会員データベースシステムへの移行（H14
年 5月） 
 
職場班メーリングリストの作成 
メールニュースの発信（H14年 4月より） 
 
会費支払方法にカード決済を導入 
 
個人および法人会員会費交付率の検討・見直し

（平成 11年度、13年度、および 14年度） 
 
支部就業規則等の制定・改正 
 
 
 
継続教育プログラムの実施支援 
技術者資格試験の実施支援 
共催行事に関する内規の検討 
 

A 
B 
 

B 
B 
 

B 
 

B 
 
 

B 
C② 

 
A 

 
B 
 
 
 

B 
 
 
 

C② 
C② 
C① 

＊評価レベル「Ｃ」：引き続きこのまま継続 



 

問題認識 社会経済変化の認識 理念の 
提示 

長 期 目 標・計 画 中 期 目 標・計 画 実行プラン 達成度の 
評価 

 
 

1999～2001 

「個人会員５万人体制」会員増

強計画 

1998.4 

「JSCE2000 
土木学会の改革策」 

 

会員増強活動 

 

会員サービスの向上 

1998～ 

職場班の再構築 

 

定款の改正  

支部活動への支援と連携 

技術推進機構への支援・協力 

支部就業規則等の制定・改正 

会員会費交付率の検討・見直し 

1999 

土木学会技術推進機構の設立 

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 部門名：会員・支部部門 

Ａ

学生会員の積極的な勧誘 

職場班の組織化と会員勧誘活動支援

2002 

インターネット入会システムの導入

「会員特典チラシ」の作成・配布

2001 

双方向情報伝達 

組織率54.4％（2002.3 現在）

2002 

新会員データベースシステムへの移行

職場班メーリングリストの作成

2002 

メールニュースの発信

1999，2001 

支部交付金の適正化検討 

1998～ 

支部規程の見直し 

2001 

共催行事に関する内規の検討 

技術者資格試験の実施 

継続教育プログラムの実施 

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ｃ

Ｃ

Ｃ

 

海外会員へのサービス向上
会費支払い方式にカード決済を導入 Ａ



 

部門別実績評価票 
部門名 災害緊急対応部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

○ 「土木学会 災害緊急対応マニュアル」の作成 
 
 
○ 「緊急調査団構成メンバー候補者リスト」の作

成 
 
○ マスコミ等への広報活動 
 
 
 
・調査経費の予算化 

・ 部門で検討し、理事会に報告 
・ 海外での緊急災害の対応マニュアルを追加 

 
・ 部門で検討し、理事会に報告 

 
 
・ 記者発表会の開催 
・ 「近代消防」への掲載 
・ 学会誌、ＨＰへの速報の掲載 

 
・ 特別調査研究費（災害調査積立金） 

 
 

完了（1999.2） 
完了（2001.3） 一部改訂 
 
完了（1999.2） 
完了（2001.10） 候補者リストの更新 
 
適宜対応 
 
 
 
完了（Ｈ12年度より） 

A 
 
 

A 
 
 

B 
 
 
 

A 
 

 



 

問題認識 社会経済変化の認識 理念の 
提示 

長 期 目 標・計 画 中 期 目 標・計 画 実行プラン 達成度の 
評価 

 
 

「土木学会 災害緊急対応

マニュアル」に海外での緊

急災害の対応マニュアルを

追加 

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 部門名：緊急災害対応部門 

Ａ 

「緊急調査団構成メンバー

候補者リスト」の更新 

 

1998.4 

「JSCE2000 
土木学会の改革策」 

Ａ 

Ａ 

特別調査研究費（災害調査積立

金）による予算措置 

（平成12年度より） 

マスコミ等への広報活動 
Ｂ 

「土木学会 災害緊急対応

マニュアル」の作成 

「緊急調査団構成メンバー

候補者リスト」の作成 



 

部門別実績評価票 
部門名 学術資料館・土木図書館部門 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

１．貴重文献の収集・保管・提供 
 
 
 
 
２．映像資料の収集・保管・提供 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．電子図書館による図書館機能・サービスの再

構築 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．土木図書館施設・設備の整備 
 
 
 

1-1.山田寅吉（戦前土木技術者）文書整理 
1-2.「近代資料収集調査小委員会」設置 
1-3.個人寄贈図書の受け入れ 
 
 
2-1.「土木図書館フィルムライブラリー フィルム貸
し出し規定」の改正 
2-2.AV資料の無料貸し出し開始 
2-3.所蔵古写真の整理 
2-4.古市公威旧蔵写真の整理 
2-5.全国大会研究討論会「【写真展･トークショー】写
真と語る「土木の先人たち」」開催 
 
3-1.「インターネット版 土木図書館検索システム」
供用開始 
3-2.「インターネット版 土木図書館検索システム」
に土木学会委員会論文集データ追加 
3-3.文部省科学研究費補助金［研究成果公開促進費］
（データベース）交付される 
3-4.古市公威旧蔵写真のデジタル情報化 
3-5.所蔵絵葉書資料のデジタル情報化 
3-6.学会誌のデジタル情報化 
3-7.国立国会図書館にて先端情報に関するヒアリング
実施 
 
4-1.土木図書館改築 
4-2.開架書棚・閉架書棚の増強 
4-3.防災設備付貴重書庫の新設 
4-4.閲覧スペースの増強 

1-1-1.整理終了、閲覧公開中 
1-2-1.土木史研究委員会の小委員会として再編
成. 
1-3-1.逐次整理後、閲覧公開 
 
2-1-1.運用中 
 
2-2-1.運用中 
2-3-1.整理終了、閲覧公開中 
2-4-1.整理終了、閲覧公開中 
2-5.終了 
 
 
3-1.運用中 
3-2.運用中 
 
3-3.データベース構築中 
 
3-4-1.デジタル情報化終了、Web公開待ち 
3-5-1.デジタル情報化終了、Web公開待ち 
3-6-1.戦前期のみデジタル情報化終了、Web公
開待ち 
3-7-1.ヒアリングをもとに電子図書館構想を検
討中 
 
4-1.土木図書館改築竣工 
4-2-1.運用中 
4-3-1.運用中 
4-4-1.運用中､図書館閉館後も会員使用スペー
スとして提供 

Ａ 
Ａ 
Ａ 
 
 
Ａ 
 
Ａ 
Ａ 
Ａ 
Ａ 
 
 
Ａ 
Ａ 
 
Ｂ 
 
Ａ 
Ａ 
Ｂ 
 

B 
 
 
Ａ 
Ａ 
Ａ 
Ａ 
 



 

 
 
 
５．土木図書館の将来像の検討" 

4-5.大学図書館を中心に先進事例について調査 
 
 
5-1.資料収集方針の検討・策定 
5-2.「土木図書館パンフレット」の作成 
5-3．電子図書館構想の検討 
5-4.関連図書館との相互協力関係の構築 
 

4-5-1.視察結果を図書館設備に反映 
 
5-1-1.継続検討中 
5-2-1.作成完了、配布中 
5-4-1.専門図書館協議会に加盟 

 
A 
 
Ｂ 
Ａ 
A 

 



 

問題認識 社会経済変化の認識 理念の 
提示 

長 期 目 標・計 画 中 期 目 標・計 画 実行プラン 達成度の 
評価 

       
Ａ 
 
 
Ａ 
 
 
Ａ 
 
 
 
Ａ 
 
 
 

A 
 
 
 
 

B 
 
 
 
 
 

A 
 
 
 
Ｂ 
 
 

A 
 

A 

 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 部門名：学術資料館・図書館部門 

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 

土木関連文

献の散逸滅

失の危機 

映像資料保

管施設の未

整備 

急速に発展するインターネット環境へ

の対応 

既存図書館

の老朽化、

保存スペー

ス の 狭 隘

化、図書館

機能の陳腐

化 

「スクラップ・アン

ド・ビルド」から「サ

スティナブル・ディ

ベロップメント」へ 

土木遺産の再評価 

 
 
 
土木遺産として

の土木資料コレ

クションの構築 

１．貴重文献の収集・保管・提供

産業技術の継承 

２．映像資料の収集・保管・提供

３．電子図書館によ

る図書館機能・サー

ビスの再構築 

電子図書館

の構築 

土木の専門図書館

に対する需要の高

まり 

1-3.個人寄贈図書の受け入れ 
1-1.山田寅吉（戦前土木

技術者）文書整理 

1-2.「近代資料収集調査小委員会」設置 

2-1.「土木図書館フィルムライブラリー 

フィルム貸し出し規定」の改正 

2-2.AV 資料の無料貸し

出し開始 

2-3.所蔵古写真の整理 

2-4.古市公威旧蔵写真

の整理 

2-5.全国大会研究討論

会「【写真展･トークシ

ョー】写真と語る「土

木の先人たち」」開催 

3-1.「インターネ

ット版 土木図

書館検索システ

ム」供用開始 

3-2.「インターネット版

土木図書館検索システ

ム」に土木学会委員会論

文集データ追加 

3-3.文部省科学研

究費補助金［研究成

果公開促進費］（デ

ータベース）交付さ

れる 3-4.5.6.古市公威旧蔵

写真・所蔵絵葉書資料・

学会誌のデジタル情報

化 

4-2.開架書棚・閉架書

棚の増強 

4-3.防災設備付貴重

書庫の新設 

4-4.閲覧スペースの

増強 

4-5.大学図書館を中心に先

進事例について調査 

5-1-1. 「資料収集方針

(仮)」の策定 

5-2.「土木図書館パンフ

レット」の作成 

3-7.国立国会図書館にて先端情

報に関するヒアリング実施 

４．土木図書館施設・設備の

整備 

4-1. 土木図書館改

築、情報インフラ整

備 

土木の社会的使

命の自覚 

会員さら

には一般

国民へ開

かれた土

木図書館

へ 
 

５．土木図書館の将来像の検

討 
5-3．電子図書館構想の検討

5-1.資料収集方針の検討・策定 

5-4.関連図書館との相互協力関係の構築 5-4-1.専門図書館協議会
に加盟 



 

部門別実績評価票 
部門名 技術推進機構 

実績（評価） JSCE2000の検討課題 
その後のプログラム（アクション） 実施状況 評価 

JSCE2000では技術推進機構は設置の検討対象（第
8 章 企画部門）となっている。ここでは、設置後
の実施状況等を参考として記載する。 
 
技術推進機構設立に関連する事項は以下のとおり

である。 
（注：JSCE2000の章立てで記載） 
 
（第 2章 土木学会改革の課題） 
2.4 人材育成 
 ・標準教育カリキュラムの策定 
 ・資格制度の充実 
 ・社会人リカレント教育の場の提供 
2.5 学会の評価機能 
 ・技術の正当な評価 
2.7 国際化 
 ・資格・規格の世界的組織化への対応 
2.8 学会財務 
 ・学会経由による研究費補助方式導入への体制整
備 
  （関連：第 7 章 調査研究部門、7.2.5 外部研究
資金の導入の推進） 
 
（第 3章 総務部門） 
3.1.7 国際資格・工学教育評価への対応 
 
（第 6章 出版部門） 
6.3.3(b) 海外情報収集・発信機能の強化 
 

技術推進機構発足（1999年 5月） 
〔発足時〕 
・ISO対応特別委員会／建設技術者資格の国際的相互
承認に関する検討特別委員会／特別研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ委

員会／規格、基準等策定委員会／アジア土木技術国

際委員会担当委員会の５つの委員会活動を継承 
 
〔諸制度の立上げ（事業化推進時）〕 
①１．継続教育制度 
  ・継続教育実施委員会設置（1999年 8月） 
  ・理事会にて承認（2001年 1月）、制度発足（2001
年 4月） 
①２．土木学会認定技術者資格制度 
  ・第 87代岡村甫会長が土木学会誌巻頭論説にて「土
木技術者資格の認定制度創設」を提案（2000 年 1
月） 

  ・土木学会認定技術者資格検討WG設置（2000年 2
月） 

  ・理事会にて承認、制度発足（2001年 5月） 
  ・土木学会技術者資格委員会設置（2001年 7月） 
②３．技術者登録制度 
  ・技術者環境に関する特別委員会にて中高年技術者
の活用を促進する仕組みの検討開始（2000年 6月） 

  ・理事会にて承認（2001年 4月）、制度発足（2001
年 5月） 

  ・技術者登録委員会設置（2001年 6月） 
①４．技術者教育プログラム審査（JABEE対応） 
  ・技術者教育プログラム審査委員会設置（2001年 5
月） 

〔実施済〕 
・第２回 CECAR 開催（ACECC 主催、2001
年 4月） 
 
〔実施中〕 
１．継続教育制度 
  ・継続教育創設記念講習会実施（2001年度、
7支部と共催） 
  ・継続教育実施連絡会設置（2002年 8月） 
  ・建設系継続教育連絡協議会準備会呼掛け
（2002年 7月） 
２．土木学会認定技術者資格制度 
  ・特別上級技術者審査開始（2001年度） 
  ・上級技術者資格審査開始（2002年度） 
３．技術者登録制度 
  ・技術者登録開始（2001年度） 
４．技術者教育プログラム審査（JABEE対応） 
  ・土木分野の試行審査（2000～2001年度） 
  ・土木分野の本審査（2002年度） 
  ・環境分野の試行審査（2002年度） 
５．技術評価制度 
  ・評価技術受付開始（2001年度） 
６．外部資金導入による研究 
  ・科学技術振興調整費による研究活動（2000
～2003年度） 
  ・建設技術研究開発助成制度対応（2001～
2002年度） 
７．規格の世界的組織化への対応 
  ・TC国内審議団体の受諾（2000年 3月） 

（実施中

の事業対

象） 
１．B 
２．C② 
３．C② 
４．B 
５．C② 
６．B 
７．B 



 

その他、（第 10章 国際部門）に技術推進機構に関
する記述が見られる（多くは上記内容と重複）。 

①５．技術評価制度 
  ・企画委員会に「技術評価事業」について諮問（2001
年 1月） 

  ・企画委員会から上記諮問に対して回答（2001年 5
月） 

  ・技術評価制度検討委員会設置（2001年 7月） 
  ・理事会にて承認（2001年 9月）、制度発足（2001
年 10月） 
①６．外部資金導入による研究 
  ・科学技術振興調整費による研究活動（2000～2003
年度） 
・建設技術研究開発助成制度対応委員会設置（2001
年 5月） 

 

  ・土木 ISOジャーナル発行（1999年 3月～） 
  ・国際会議等への派遣 

 



 

 
問題認識 社会経済変化の認識 理念の提示 長 期 目 標・計 画 

（2008年） 
中 期 目 標・計 画 
（2003年） 

実行プラン 達成度の 
評価 

土木技術者を

取り巻く環境

が劇的に変化

しつつあるこ

と 

・ 社会経済のグローバ

ル化の進展 
（特に、日本の国際競争

力の低迷、教育と資格の

国際的同等性確保に関

する動き） 
１） 総合順位（IMD）

2000 年 17 位、
2001 年 26 位、
2002年 30位 

２） JABEE（日本技術
者教育認定機構）

の設立（1999 年
11 月）、ワシント
ンアコードへの

暫定加盟（2001
年 6月） 

３） 技術士法の改正

（2000年 12月、
施行 2001 年 4
月）、技術士数の

増員、継続教育、

APECエンジニア
誕生（2001 年 4
月） 

・ 建設産業に対する社

会的不信感（公共事

業バッシング他） 
・ 建設投資額の長期予

測と土木技術者数の

アンバランスの解消

（されど、優秀な技

術者予備軍はほし

い） 
 

 

 

 

 

    

 

1998年以降現在までの部門活動連関チェックフローチャート 部門名：技術推進機構 

土木技術者の資

質向上を支援す

ること 
 

土木技術者が社

会から正当な評

価を得られるよ

う支援すること 

土木技術者とし

ての使命を果た

せるよう支援す

ること（社会が何

を求めているの

か、これから何が

必要なのか等々

を理解し、将来の

人々にとって望

ましいものを造

ること＝国家社

会発展の装置づ

くり）→土木技術

者としての社会

貢献 

日本の土木技術

を正当に評価し、

内外での活用を

推進すること 

土木学会認定技術者資格制度 
  ・資格の階層性の定着 
・技術水準の円滑なる展開 

  ・土木技術者のミッションの明確化によ
る社会貢献 

  ・資格制度の本格的活用（待遇、給与等） 
 

技術者教育プログラム審査 
  ・実効ある審査体制の確立 
・高等教育機関の教育改善への寄与 

 

継続教育制度（土木技術者の支援策） 
  ・知識社会におけるプロフェッションと
しての継続教育の定着 
・CPD単位取得の認定、活用 

 

技術者登録制度 
  ・技術者データベースによる運用 
  （資格、専門分野、継続教育実績等） 

技術評価制度 
  ・公正中立な立場での技術評価の実施 
・評価技術の海外での適用（協定学協会

への紹介含む） 

国際規格関連 
  ・ISO対応活動の継続実施 
  ・ISOへの日本から基準提案 
  ・建築との連携強化 
 

土木学会認定技術者資格制度 
  ・４つの資格審査の立上げ 

技術者教育プログラム審査 
  ・実地審査の審査員の確保（研修会等の
実施） 

  ・実地審査の円滑実施 

継続教育制度 
  ・継続教育制度の会員への周知 
・学会内への継続教育制度の展開 

  ・関係学協会との連携   

技術者登録制度 
  ・中高年技術者の活用を超えた技術者登
録制度の立上げ 

  ・登録制度と資格制度との連携策の検討 
 

技術評価制度 
  ・具体的な技術評価の実施 
  ・制度運用上の課題抽出 
 

国際規格関連 
・継続的な情報収集 

  ・ISO対応活動（日本から基準提案等） 
   

技術者資格制度の創設
（2001年 5月） 
特別上級審査 
（2001年度～） 
上級審査 
（2002年度～） 
１級・２級審査 
（2003年度～） 
 

土木分野の試行審査
（2000～2001年度） 
土木分野の本格審査 
（2002年度～） 
環境分野の試行審査 
（2002年度） 
 

継続教育制度の創設
（2001年 4月） 
継続教育創設記念講習
会（2001 年度、7 支部
と共催） 
継続教育実施連絡会設
置（2002年 8月） 
建設系継続教育連絡協
議 会 準 備 会 呼 掛 け
（2002年 7月） 
 

技術者登録制度の創
設（2001年 5月） 
技術者登録開始 

技術評価制度の創設
（2001年 10月） 
 

国内審議団体の受諾
（2000年 3月） 
ISO 対応特別委員会関
係業務〔土木 ISO ジャ
ーナル発行（1999 年 3
月～）、シンポジウム・
セミナー開催（各年 1
回）、国際会議への委員
派遣〕 

B 

C 

C 

B 

C 

B 

達成度の評価 
Ａ：完了  Ｂ：実行中  Ｃ：行動開始  Ｄ：未実施 




